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▼　要　旨

　倫理的であること志向することに批判を向けられることはないであろう。このように考えれば，アカ
ウンタビリティの履行という行為も倫理的であることが求められるといえる。本稿は，暴力が作用する
ことのない状態を一つの「倫理的」な状態だと措定したうえで，「倫理的」なアカウンタビリティとは
どのようなものなのかを考察していくうえでの論点を提示するものである。
　本稿の議論は，アカウンタビリティ履行が孕む暴力性を明らかにした自身の研究を始点とし，そ
こで志向した暴力性の緩和・解体の方策そのものに新たな暴力性の契機が潜んでいるということを
Messner(2009)の議論をもとに明らかにする。そしてこの新たな暴力性の緩和・解体を考えることを通
じて，倫理的なアカウンタビリティとはどのようなものなのかを探究していくうえでの論点を提示する。
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Ⅰ　はじめに

倫理的であることに批判を向けられることはないであろうが，そもそもこの「倫理」や「倫

理的」とはどういった意味内容・状態のことを指すのであろうか。たとえば和辻哲郎の『人間

の学としての倫理学』において，倫理は以下のように定義されている。

「倫理とは人間共同態の存在根柢として，種々の共同態に実現せられるものである。それは

人々の間柄の道であり秩序であって，それあるがゆえに間柄そのものが可能にせられる。倫理

とは何ぞやという問いにおいて問われていることは，まさにこのような人間の道にほかなら

ぬ。」（17頁）

この定義に基づけば，「種々の共同態」ごとに倫理としての「道」や「秩序」が存在するとい

える。和辻のこの著作は中国を起源とする「倫理」という言葉の側面からこの定義を導き出し

ているが，英語での倫理 (ethics)との差異に関しても，結局は共同態がどのような「道」や「秩

序」を志向しているのかということの違いであるといえる１)から，本稿では「倫理」というも

のをこの定義のもと考えていきたい。

先に述べたように，倫理的であることに批判が向けられることなく，全面的に肯定されるも

のであれば，人間が行う様々な諸活動は倫理的であるべき（倫理的であることを志向するべき）

である。それはまさに「人々の間柄」を規定するものの一つでもあるアカウンタビリティの履

行においても同様であるが，それでは倫理的なアカウンタビリティの履行とはどのようなもの

であろうか。この点に関して上記の和辻の定義に従えば，「道」や「秩序」を志向したアカウン

タビリティの形態・在り方が「倫理的」だと考えられるが，その「道」や「秩序」としてどの

ようなものが措定されるのかということは一義的ではなく，その点において，「倫理的なアカウ

ンタビリティ」といったものも一義的に定義することは困難である。

したがって本稿では，「倫理的なアカウンタビリティ」の定義を考える際に，暴力批判の観点

を用いてみたい。ここでいう「暴力」とは殴る蹴るなどの物理的な力に見る暴力ではなく，人

を管理・統治・支配する力に見られる暴力のことを指す２)。人を管理・統治・支配する力の暴

力的側面によって，第二次世界大戦では「アウシュヴィッツ」という未曽有の悲劇がもたらさ

れたということを鑑みれば，このような人を管理・統治・支配する力に見られる暴力が作用す

ることのない世界といったものは，「倫理的」の範疇に入るであろう。このように「倫理的」で

あることを暴力が作用することがない状態だと定義するとき，この「倫理的なアカウンタビリ

ティ」とはどのようなものなのかを考察するにあたって，筆者自身のこれまでの研究（特に中澤

(2016)）での議論はそのようなアカウンタビリティの在り方に関して一つの示唆を与えるもの

であると考える。中澤 (2016)では暴力批判の観点からアカウンタビリティの履行を考察し，会
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計に基づくアカウンタビリティが孕む暴力性を明らかにしたうえで，このような暴力性を緩和・

解体する方策として，後述する「アカウンタビリティ・レジームを開く」ということを提唱し

た。中澤 (2016)での主張は哲学者の J.デリダや E.レヴィナスの責任論に依拠したアカウンタ

ビリティ研究に依拠して展開しているが，デリダやレヴィナスが志向する責任とは「無限の責

任」であるといえるので，中澤 (2016)で志向したアカウンタビリティの在り方は，國部 (2017)

が提唱する「無限の責任のアカウンタビリティ」の一形態とも理解できるものである。

しかし，この中澤 (2016)で志向したアカウンタビリティの在り方をMessnser(2009)が示す

「倫理的負荷」という観点から捉えたとき，そこには中澤 (2016)で示したアカウンタビリティ

履行の暴力性の緩和・解体を志向するアカウンタビリティの在り方によってもたらされる新た

な暴力性を見出すことができる。上述のように中澤 (2016)で志向されているアカウンタビリ

ティの在り方は「無限の責任のアカウンタビリティ」の一形態と捉えることも可能であるから，

このことは「無限の責任のアカウンタビリティ」にも暴力性が潜んでいることを指摘するもの

であるといえよう。もちろん，「倫理的なアカウンタビリティ」が志向されるとき，このような

暴力性も非倫理的なものとして緩和・解体されるべきものである。したがって本稿では，

Messner(2009)が示した「倫理的負荷」という観点から，アカウンタビリティ履行の暴力性の

緩和・解体を志向した「アカウンタビリティ・レジームを開く」ということが新たな暴力性を

孕んでいることを明らかにし，その暴力性の緩和・解体に向けての可能性を検討する。そして

このような検討を通じて，倫理的なアカウンタビリティの履行にアプローチするものである。

なお，本稿の構成は以下の通りである。

次節では中澤 (2016)での議論をもとに，暴力批判の観点から導き出せるアカウンタビリティ

の在り方および，そのようなアカウンタビリティの実践的な導入に関しての具体的な方策につ

いて説明する。続く第Ⅲ節ではMessner(2009)の議論を参照し，そこで示される「倫理的負荷」

が暴力の緩和・解体を志向したアカウンタビリティが孕む新たな暴力の可能性を示唆するもの

であることを明らかにする。第Ⅳ節では，倫理的なアカウンタビリティを志向するために，前

節で明らかにした暴力性の緩和・解体の方策に関していくつかの論点を示し，それぞれの論点

についての考察の可能性を検討する。最後の節では本稿の総括を行う。

Ⅱ　暴力性の緩和・解体を志向したアカウンタビリティ：「レジーム」を開く

本節では中澤 (2016)での議論に基づき，アカウンタビリティの履行が孕む暴力性を緩和・解

体するにはどのようなアカウンタビリティが志向されるべきなのかを説明する。以下ではまず

アカウンタビリティ履行が孕む暴力性とはどのようなものなのかを明らかにしたうえで，中澤

(2016)においてそのような暴力性の緩和・解体の方策として志向したアカウンタビリティの在

り方を示す。さらに，ここで志向されるアカウンタビリティの在り方は規範的なものであるた
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め，そのようなアカウンタビリティを実践的に実現していくための方策についても紹介する。

１．アカウンタビリティ履行が孕む暴力性とは

中澤 (2016)ではアカウンタビリティを「アカウンタビリティ・レジーム (accountability 

regime)」という枠組みで捉えたうえで議論を展開しているため，その説明から始める。「アカ

ウンタビリティ・レジーム」とはアカウンタビリティを履行する際の枠組みのことであり，①

アカウンタビリティを履行する側，②アカウンタビリティを履行される側，③アカウンタビリ

ティを履行する手段という３つの要素で構成されている。なおここで重要なことは，アカウン

タビリティ・レジームの３つの要素全てが確定する（固定化する）ことなしに，アカウンタビリ

ティを履行することはできないということである。中澤 (2016)では主に会計を履行手段とする

アカウンタビリティの履行に関して，このレジームの３つの要素が固定化してしまうことに暴

力性を見出している。そこで見出した暴力性とは端的にいえば「他の履行手段や他の責任の履

行相手が想定されない状況下でアカウンタビリティ・レジームが固定化されてしまい，その結

果，説明主体が均一的な主体としてレジームのある一点に固定化され，被説明主体たる「他者」

に対しても果たされるべき責任の限定的な画定が生じる」というものである（中澤，2016，35

頁）。

たとえばアカウンタビリティの履行手段として会計が設定された場合，組織内外を問わず会

計に基づくアカウンタビリティの履行は会計基準や制度，または組織内の規則に則ったもので

あり，この制度や規則は強制的なものであると同時に，強い影響力を持つものでもある。した

がって，制度や規則に基づいたアカウンタビリティの履行においては，他の手段によるアカウ

ンタビリティの履行というものが想定されにくくなるといえるだろう３)。また，先行研究

(Roberts, 1991; 1996)に基づけば，会計とは「我々にとって一見避けがたく議論の余地がない

我々自身や自分たちの活動のイメージを提供する」(Roberts, 1991, p. 359)ものであるので，業績

評価がなされる際には会計によって示される数値や求められる数値に自分自身を投影してしま

い，その数値こそが自分自身だと認識してしまうということが生じるのである。そしてこのよ

うな認識のもとでのアカウンタビリティ履行においては，評価の基準となる数値を達成するこ

とやその数値に迎合するような対応をとることが絶対的なものとなってしまう。このように，

会計をアカウンタビリティの履行手段として規定すると，他の履行手段が想定されない状況が

もたらされるといえるのである。そして，アカウンタビリティの履行手段として会計が用いら

れるとき，アカウンタビリティを履行する側（説明主体）は，責任の履行として求められる会計

数値において示される自己の一側面を，まさに自分自身だと規定したうえでアカウンタビリ

ティの履行を行う。Roberts(1991; 1996)の議論に基づけば，このようなアカウンタビリティの

履行において説明主体は，そこでの要求を内部化し，やがては自己規律的にその要求に対応す

るようになる。ここに，「求められる説明主体の自己を，自らアカウンタビリティ・レジームの
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なかに固定している」(中澤，2016，33頁 )という形での説明主体に対する暴力を見出すことで

きる。つまりこのようなアカウンタビリティ・レジームにおいては，説明主体はその主体がも

つ多様な側面のうち，会計数値という一側面からの表象に過ぎない説明主体を起点としたアカ

ウンタビリティ履行が求められるのであり，そこでの説明主体においては本来あるはずの多様

性は剥奪され，会計によるアカウンタビリティ履行に資する均一的な主体としてアカウンタビ

リティ・レジームに組み込まれている。この点に説明主体に対する管理・統治的な暴力が作用

しているといえるのである。それではこの「会計によるアカウンタビリティ履行に資する均一

的な主体」とはどのような主体だろうか。この点を考えるにあたっては，会計とは物事を数値

に置き換えることで物事を可視化するものである，すなわち透明性をもたらす技術である，と

いうことに焦点を当てることによって，一つの主体の在り方が見えてくる。

Roberts(2009)においては，会計は透明性をもたらす代表的な技術でもあり，この会計によっ

て履行されるアカウンタビリティにおいては，あらゆることに十全に説明可能であるとする「透

明な自己」が説明の起点として規定されている。しかし実際に説明を求められる立場に置かれ

るとすぐに分かるように，本来的に説明主体は自分のことすら十全に知り得ない「不透明な自

己」であるので，ここに「本来的に説明主体自身にとって不透明な自己を「透明な自己」とい

う均一的な説明主体として固定化しようとする暴力」(中澤，2016，33頁 )を見出すことができ

るのである。さらに，このような「透明な自己」という均一的に規定された説明主体を説明の

起点とした場合，説明主体が履行すべき多様な責任のうち，限定的な範囲での責任しか果たさ

れなくなるということが考えられる。またそもそも Hopwood and Miller(Eds.)(1994)で探究さ

れているような会計が組織を構築するという考え方を踏まえれば，「何らかの果たすべき責任が

あり，その責任を果たすために適した手段として会計やその他の履行手段が選ばれているので

はなく，まず手段としての会計が存在し，その会計という手段が対応可能な範囲において，責

任が限定的に狭まった範囲でしか果たされない」(中澤，2016，34頁 )とも考えられるのである。

このような点に，アカウンタビリティを履行される側（被説明主体）に対する暴力，すなわち果

たされる責任が限定的に画定されてしまうという暴力を見出すことができるのである。

以上，本項では，中澤 (2016)での議論をもとに，アカウンタビリティ履行に孕まれる暴力性

とはどのようなものなのかについて，会計によって履行されるアカウンタビリティに関して説

明を行った。なお本項では会計に基づくアカウンタビリティを取り上げたが，注意すべきは，

ここで示した暴力性は会計以外の履行手段であっても見出されるということである。会計学領

域においても会計によって履行されるアカウンタビリティの問題点を指摘した研究のなかに

は，会計以外の履行手段によるアカウンタビリティの可能性を探究しているものもある４)。し

かし，暴力批判の観点からいえば，このような会計以外の手段によるアカウンタビリティであっ

ても，それがアカウンタビリティの履行手段として制度化し絶対的なものとなってしまえば，

アカウンタビリティ・レジームにおいては均一的な説明主体によるアカウンタビリティ履行が



商学研究第58巻第2・3号20 （56）

生じ，そこでは上述のような果たされる責任の限定的な画定がもたらされる。本項の冒頭でも

示したように，アカウンタビリティを履行するためにはレジームを構成する３要素が固定化さ

れる必要であるが，この固定化こそが暴力をもたらす契機となっているのである。そしてこの

ことを踏まえれば，アカウンタビリティ履行という行為がもたらす暴力は，その構造上避ける

ことができないものであるといえるのである。

２．アカウンタビリティ履行が孕む暴力性の緩和・解体：レジームを「開く」ということ

前項ではアカウンタビリティの履行が孕む暴力性について紹介した。このような暴力性の緩

和・解体に関して，中澤 (2016)ではアカウンタビリティ・レジームに可変性をもたらすこと，

すなわちレジームを「開く」ということを提唱した。本項ではこのレジームを「開く」という

ことについて説明を行う。

アカウンタビリティ・レジームの在り方を図で示すと，下記の図１のようになる。アカウン

タビリティを履行するためには説明主体，被説明主体，履行手段の３つの要素が固定化する必

要があるが，そのような固定化は被説明主体の特定という点で責任の限定的な画定を構造的に

もたらすものである。結果として，図１における「他者」に対しては責任が果たされないとい

う形で暴力がもたらされるのである。そして会計という履行手段によるアカウンタビリティに

おいては，前項で議論したように，会計という履行手段が絶対的なものとなるなかでの，会計

的な一側面からのみの表象に過ぎない均一的な説明主体によるアカウンタビリティの履行が行

われるのであり，この点に説明主体に対する暴力を見出すことができるのであった。

図１　固定化されたアカウンタビリティ・レジーム

説明主体 被説明主体履行手段

アカウンタビリティ・レジーム

他者

他者

他者

他者

したがって，このような暴力性を緩和・解体するためには，この固定化したレジームが可変
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性を持つようになることが求められる。つまり，図２で示すように，レジームに「開かれる」

余地をもたらすことが重要なのである。このような余地をアカウンタビリティ・レジームに残

しておくことによって，図１においては責任が果たされない「他者」に対しても，図３で示す

ようにアカウンタビリティが履行される可能性が出てくるのである。

図２　可変性をもったアカウンタビリティ・レジーム

説明主体 被説明主体履行手段

アカウンタビリティ・レジーム

他者

他者

他者

他者

図３　新たなアカウンタビリティ・レジームの形成

説明主体 被説明主体履行手段

アカウンタビリティ・レジーム
他者

他者

被説明主体

このようにアカウンタビリティ・レジームに「開く」という余地をもたらすことによって，

責任の限定的な画定といったことに起因する「他者」に対する暴力性が緩和・解体される。さ

らに，レジームの外の「他者」に対する責任を履行するためには，画一的な履行手段では対応



商学研究第58巻第2・3号22 （58）

できないのであるから５)，多様なアカウンタビリティの履行手段が必要となる。この点におい

て説明主体が本来持つ多様性も保持された状態でのアカウンタビリティ履行が可能になるとい

え，説明主体にもたらされる暴力に関しても緩和・解体が見られるのである。

３．�複数評価原理に依拠したアカウンタビリティの可能性：レジームを「開く」という実践

本節ではここまで中澤 (2016)に基づき，アカウンタビリティ履行が孕む暴力性と，その暴力

性を緩和・解体するための方策について紹介してきた。このうち，暴力性を緩和・解体する方

策として前項で説明した，アカウンタビリティ・レジームを「開く」ということは，推論に基

づく規範的な方策であった。しかし，アカウンタビリティとは実践的な行為であるから，この

レジームを「開く」ということを実際のアカウンタビリティ履行という行為のなかで，具体的

にどのようにして実現していくのかということも議論する必要があるだろう。

中澤 (2016)ではアカウンタビリティ・レジームを「開く」ということと，アカウンタビリ

ティ実践との接点に関して，「絶えず既存のレジームの外側の価値観・視点に依拠する，すなわ

ちレジームが常に新たな価値に基づくことができるよう開かれている，ということが必要であ

り，それが可能となる仕組み（制度）が必要となる」とし，「制度化させないための制度」の必要

性を議論している (43頁 )。アカウンタビリティ・レジームを「開く」ということは前項の図２

および図３で示したように，多様な「他者」に対しての責任を想定しその責任を果たしていく

ことを意味するが，その「他者」とは原理的には無限に存在するものであり，その点において

このようなレジームを「開く」ということで想定される責任も無限のものとなる。ここで「他

者」に対する「無限の責任」をどのように果たしていくのかという議論と接点を持つことにな

るが，國部 (2014)ではデリダの責任論に依拠しながら，この他者に対する無限の責任を前提と

したアカウンタビリティの履行について議論している。國部 (2014)では，他者に対する無限の

責任とは十全に果たすことはできないものであるとしながらも，そのような責任が「来るべき

もの」として意識され想定されたなかでアカウンタビリティが履行されることが必要だと示さ

れており，責任の無限性を意識・想定したうえでの多元的な評価をもたらす具体的な制度の構

築に，無限の責任を前提としたアカウンタビリティ履行の可能性を見ている。ゆえに，この國

部 (2014)での議論に基づけば，アカウンタビリティ・レジームを「開く」ことにおいても何ら

かの制度構築の必要性を見出すことができるであろう。しかし，たとえレジームを「開く」た

めの制度であっても，それがレジームの固定化をもたらすような制度になってしまうと，前項

で示したような暴力性が生じてしまうのである。國部 (2014)では多元的評価をもたらす制度と

して，GRIガイドラインやマテリアルフローコスト会計が取り上げられているが，たとえば GRI

ガイドラインは経済的な側面だけでなく環境や社会に関する視点も含めた多元的評価を企業に

もたらすという点で経済的な一元的評価を多元化する制度であるが，今度はその GRIガイドラ

インで設定される範囲内でしか多元化が実現されないということが生じ得るのである。これは
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果たすべき責任の限定的な画定に繋がるものであり，「他者」に対する暴力となる。したがっ

て，制度が常に制度として固定化しない，つまり「制度化しない」ということ，制度がそれ自

体を「制度化させない」ということがその制度には前提として必要となるのである。

それではこの「制度化させないための制度」の構築によって志向される多元的な評価に関し

て，その「多元性」はどのようにして担保されるのであろうか。すなわち，「多元性」とは何を

根拠にもたらされるものなのであろうか。この点に関して，國部 (2015)での「価値多様化」の

議論が参考になる。國部 (2015)では valueとその複数形の valuesを区別し，values（複数価値）

の復権を管理会計の領域で検討しており，多元的評価をもたらすためにはその評価プロセスが

複数価値原理に基づく必要があることを主張している。この國部 (2015)での議論に基づき中澤

(2016)では，レジームを「開く」ということにおいて，「異なる価値に基づくアカウンタビリ

ティのレジームが併存することが必要だ」（中澤，2016，43頁）という主張に至っている。

以上のように，國部 (2014; 2015)での議論に基づき，中澤 (2016)ではアカウンタビリティ・

レジームを「開く」ということを実践のなかで実現していく方法として，「制度化させないため

の制度」の構築および，そのような制度のもとでの複数評価原理に基づく多元的なアカウンタ

ビリティの履行という可能性を検討している。

Ⅲ　「倫理的負荷」に見るアカウンタビリティの履行：Messner(2009) より

本稿ではここまで，倫理的なアカウンタビリティとはどのようなものなのかということを議

論すべく，暴力が作用することのない状態を「倫理的」な状態であると措定したうえで，この

「倫理的」なアカウンタビリティの在り方の一つに関して，中澤 (2016)での議論を紹介した。本

節ではMessner(2009)での議論を「倫理的負荷」という観点に焦点を当てて紹介をするが，そ

こで明らかになるのは，暴力性の緩和・解体を志向して中澤 (2016)で提唱したアカウンタビリ

ティ・レジームを「開く」という方策そのものに，新たな暴力性の契機が存在しているという

ことである。以下ではまず，Messner(2009)の議論がどのような視座から展開されているもの

なのかを明らかにするために，会計学領域におけるアカウンタビリティ研究の流れを概括する。

次に，Messner(2009)の議論を詳細に検討したのちに，そこで示される「倫理的負荷」という

観点から中澤 (2016)のアカウンタビリティ・レジームを「開く」という議論を捉えたとき，そ

こにどのような暴力性を見出すことができるのかを明らかにする。

１．Messner(2009) の位置づけ：会計学領域のアカウンタビリティ研究において

Littleton(1933)に基づけば，「時うつって十九世紀にいたるや . . . 人は複式簿記を会計に発展

せしめたのであった」（p. 368; 邦訳，499頁）とあるように，複式簿記が会計に発展したのは19世

紀以降のことであるといえる。また木村 (1955)は「1880－90年代に成立したアメリカ独占資本
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の確立の時期の反映として「会計学」は生成した」（４頁）としており，「会計学確立の徴表とし

て」（５頁），初版本は1909年に出版された H.R. ハットフィールドによるModern Accounting: Its 

Principles and Some of its Problemsを挙げている。このようなことから，会計を対象とした学問

である会計学は1900代年初頭に確立されたと考えることができるだろう。そして，1900年代初

頭以降の会計学の主要な文献を歴史的に見ていくと，Woolf(1912)や Littleton(1933)においては

会計記録に基づいたアカウンタビリティに焦点を当てた議論は展開されていないといえるが，

Paton and Littleton(1940)や Littleton and Zimmerman(1962)においては，財務的な受託責任に基

づくアカウンタビリティに焦点を当てた記述が見られる。したがって，財務的な受託責任に基

づくアカウンタビリティが会計学領域におけるアカウンタビリティ研究の始点であるといえる

だろう。

その後，社会問題や環境問題に対する人々の関心が高まるにつれて，「企業は市民のさまざま

な社会的持分を利用している以上，財務的持分の範囲を超えた報告責任（社会的アカウンタビリ

ティ）をもつという主張」（國部，1999，142頁）が展開されるようになった。つまり，社会的・環

境的な側面にまで受託責任を拡張した形でのアカウンタビリティが企業に対して求められるよ

うになったのである。このようなアカウンタビリティに関して会計学領域では，社会や環境に

関する側面にまで企業のアカウンタビリティの範囲を拡張する必要があるのか，そしてそのよ

うな拡張に際して会計はどのような役割を担うことができるのか，ということが研究されるよ

うになった（Gray et al., 1987; Gray, et al., 1996など）。

さらに，会計学領域の社会学・哲学的なパースペクティブに基づいた研究６)においては，会

計に基づくアカウンタビリティの履行における問題点を指摘した研究も行われるようになり，

第Ⅱ節で言及したように会計以外のアカウンタビリティの履行手段を探究した研究も展開され

ている。また，このような研究のなかにはアカウンタビリティの履行において果たすべき責任

として，哲学者の E. レヴィナスや J. デリダの責任論に基づいて，受託－委託の関係に依拠す

る受託責任を超えた，「他者に対する無限の責任」を想定しているものも存在しており，本節で

取り上げるMessner(2009)もこのような研究に位置付けられる７)。

なお，このような哲学的な責任論に基づいたアカウンタビリティ研究も含め，Messsner(2009)

が他のアカウンタビリティ研究と一線を画している点として，この研究が説明の起点として「不

透明な自己」を規定している点を挙げることができるであろう。ここまで見てきた財務的な受

託責任に焦点を当てた研究や，その後の社会的・環境的側面にも範囲を拡張した受託責任に焦

点を当てた研究，そして会計以外の履行手段に依拠したアカウンタビリティを探究した研究に

おいても，アカウンタビリティ履行の説明の起点には「透明な主体」，つまり求められるアカウ

ンタビリティの要求に対して十全な説明を行う（行うことができる）主体が与件として規定され

ていたといえるのである。この点に関してMessner(2009)は哲学者の J. バトラーの著作

（Butler(2005)）での議論に基づき，主体（自己）とは本来的に不透明であり，それゆえに自分自
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身のことを十全に説明することはできないという「不透明な自己」を説明の起点に規定し，そ

のような「不透明な自己」によるアカウンタビリティ履行の在り方に関して考察を展開してい

る８)。

それでは，このMessner(2009)では「不透明な自己」を起点としたアカウンタビリティとし

て，どのようなものが志向されているのだろうか。次項ではMessner(2009)の議論を詳細に検

討する。

２．アカウンタビリティの「限界」を認識する：Messner(2009) の議論

Messner(2009)の問題意識は，「マネジャーや企業が果たすアカウンタビリティに対する要求

の高まりが近年定期的に言及されている」なかで，「アカウンタビリティが高まることは，常に

そして明らかに望ましいことなのか」という部分に存在する (p. 918)。つまり，昨今のアカウ

ンタビリティに対する要求の高まりとはアカウンタビリティを履行する側に対して説明を期待

することを意味しているが，このような期待は「説明を行うことを期待されている人や組織に

対して倫理的に問題がある」(Messner, 2009, p. 918)と考えられるのである。そしてこのような

倫理的に問題があるアカウンタビリティの履行は，Butler(2005)でいうところの「倫理的暴力」

に変化する可能性があるとし，そのような変化を防ぐためにアカウンタビリティにはある種の

「限界」が存在するということを認識することが必要だと主張している (Messner, 2009, p. 918)。

なお，ここでいう Butler(2005)での議論から引用された「倫理的暴力」とは，哲学者の T.W. ア

ドルノによって示され，バトラーに引き継がれたものであり，規範や倫理が孕む暴力性のこと

を意味する。規範や倫理のような普遍的なものを個人が引き受ける（我有化する）ことができな

いとき，そのような規範や倫理がその個人の権利を無視し蹂躙するという形で表れる暴力であ

る。つまり，説明（アカウンタビリティの履行）を期待するということはやがて「倫理という名

のもとに，正当化することが難しいあるいは不可能なことを強制的に説明主体に説明させ，こ

の点において説明主体に「暴力」として作用する」(p. 918)ように変化するという形で説明主体

に倫理的暴力がもたらされるとMessner(2009)は考えるのである。

では，ここでMessner(2009)が認識すべきだとする「アカウンタビリティの限界」とはどの

ようなものであろうか。この点に関してMessner(2009)は，この「限界」とは「アカウンタビ

リティを果たすことが非常に困難あるいは不可能である状況下で，説得力ある説明を期待され

る説明主体にアカウンタビリティが課されるという負荷によって生じる」(p. 919)ものであると

しているが，そもそもアカウンタビリティを果たすことが困難であったり不可能であったりす

る状況が生じるのは，説明主体が本来的に「不透明な自己」だからである。つまりこの「アカ

ウンタビリティの限界」とは Butler(2005)で主張されるような，主体（自己）の不透明性に起因

するものなのである９)。そしてMessner(2009)は，「説明を行い説明を要求するという行為は . . . 

他者に自らの行動に対する正当性の付与を強制するときには，アカウンタビリティのこの限界
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に気付く必要がある」(p. 919)として，アカウンタビリティの履行においては，説明主体は本来

的に不透明であり十全な説明ができないのだから，過度にアカウンタビリティを要求してはい

けないという主張が展開される10)。

以上のような主張および，あるべきアカウンタビリティ履行の在り方をより実践的な観点か

ら探究するというスタンス11)からMessner(2009)は，「倫理的負荷」という観点からアカウン

タビリティの履行を分析し，この負荷を低減するようなアカウンタビリティの在り方を考察し

ていく。デリダの「決断」や「判断」の概念などに依拠しながら，Messner(2009)は「合理的

な論証」すなわち計算可能な手段によって説明を行うことには限界が存在すると主張する (p. 

925)。そして，このような合理的な論証という手段の限界を超えて「アカウンタビリティの領

域を拡張するなら，合理的に扱うのが困難もしくは不可能であるものを説明する義務がある限

り，主体に対して「倫理的負荷」をもたらす結果となる」(Messner, 2009, pp. 925-926)というこ

とが示される。そして，このような「倫理的負荷」の観点からアカウンタビリティの履行を捉

えたとき，この負荷を低減するために問題となってくるのは，「個人が従うのはどのようなタイ

プの言説であるのかというよりも . . . アカウンタビリティの絶対的な総量」(Messner, 2009, pp. 

929)なのである。このような観点から，Messner(2009)は説明手段の多様性を志向するアカウ

ンタビリティに対して下記のような批判を展開している。

「アカウンタビリティの多様性は責任ある主体に対して何を示唆するのだろうか？アカウン

タビリティの多様性は，特定の支配的な真実の体制が課す倫理的負荷から責任ある主体を解放

するだろうか？このことは複数性がどのように実践に導入されるのかに依存するだろう。もし

責任ある主体が説明方法に関して複数の代替案をもつということが複数性を意味するなら，ア

カウンタビリティの履行は利用可能な真実の体制が一つだけの場合ほどは倫理的負荷が大きく

ないのは明らかであろう。しかしながら，もし複数性がアカウンタビリティに対する複数の要

求に変換される . . . なら，説明が一つの形態で一人の聞き手のみに提供されなければならない

場合よりも，倫理的負荷は実際，大きなものになるだろう。」(p. 931)

「もし説明することを欲するなら，疑義を持たれ得ないような真理の体制に従うときにのみ，

主体は責任ある存在となる。「どのように」バランスをとったり取引をしたりすべきなのかを知

らずに，もし複数の真理の体制に基づくアカウンタビリティのいくつかに同時に対応しなけれ

ばならないなら，様々な真理の体制にアカウンタビリティを拡張することは，主体にとって倫

理的負荷となる。」(p. 933)

上記の引用における「真理の体制」とは，説明主体が説明の際に依拠する規範のようなもの

として理解することができる。前節でも取り上げた國部 (2015)では，複数価値原理に基づく評

価プロセスについて議論しているが，そこではマテリアルフローコスト会計の企業への導入事
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例を通じて，環境という評価原理と経済という評価原理を連携させるのではなく，環境と経済

という異なる価値を併存させた評価プロセスを構築すべきという主張がなされている。組織内

部の評価プロセスにはアカウンタビリティが伴うことから，このような評価プロセスの構築に

おいては，環境に配慮するという「真理の体制」と経済的利益を追求するという「真理の体制」

に基づくアカウンタビリティの両方の履行が必要になるだろう。しかし，Messner(2009)のこ

こでの主張は，まさにこのような複数の「真理の体制」に基づくアカウンタビリティを履行す

ることこそが，説明主体にとって倫理的な負荷となる，ということを示しているのである。

Messner(2009)はこのようなアカウンタビリティに対する要求が多様である（複数の「真理の

体制」に依拠する）ことに起因する倫理的負荷が生じる原因として，「責任ある主体は様々な要

求において起こり得るコンフリクトに対処しなければならない」(p. 931)ということを理由とし

て挙げている。つまり上述の國部 (2015)での議論に基づいて述べれば，環境に配慮するという

「真理の体制」と経済的利益を追求するという「真理の体制」に基づくアカウンタビリティの要

求に対して，両者の異なるアカウンタビリティのバランスをとり，コンフリクトを回避する（あ

るいは最小限に抑える）ことが説明主体には求められるが，どのようにすればバランスがとれる

のかということは明確なものではないので，そのような要求が倫理的負荷となるのである。

ここまで見てきたように，Messner(2009)ではアカウンタビリティの履行を倫理的負荷とい

う観点から捉え，多様なアカウンタビリティが要求されることが説明主体にとって倫理的負荷

となるということを主張していた。この倫理的負荷を低減するためには，究極的にはアカウン

タビリティの履行を回避する（説明をしない／拒否する）ということが考えられる12)が，このよ

うなことは現実的にはあり得ない13)。したがってアカウンタビリティを履行するなかでの倫理

的負荷の低減ということが考察されるが，そこでは「倫理的ギャップ (ethical gap)」という観

点が用いられている。この「倫理的ギャップ」とは端的にいえば，アカウンタビリティに対す

る要求と説明主体が提供できるものとの間にギャップが生じるときの倫理的負荷のことを指し

ている。Messner(2009)ではこの「倫理的ギャップ」の観点から，上記の倫理的負荷を低減す

るための方策として３点を挙げている。それは，利害の衝突を減らすこと，責任を共有するこ

と，感受性を養うことである。

利害の衝突を減らすことに関しては，「ほとんど余地のない形でアカウンタビリティを定義し

てしまう」(Messner, 2009, p. 934)ということおよび，ステイクホルダーの利害を「予め束ねる」

(Messner, 2009, p. 935)ということが挙げられている。前者のような方策は，多様なアカウンタ

ビリティの要求のうち，対応するアカウンタビリティの形態を明確に限定してしまうというこ

とを意味する。また後者は，たとえば環境配慮と経済的利益追求という相反する利害があった

場合は，環境に配慮することが長期的には経済利益の追求にも繋がる，という形で利害をまと

めることを意味する。次に責任を共有することに関しては，「初めから意思決定のプロセスに説

明の受け手を巻き込む」(Messner, 2009, pp. 935-936)ということが挙げられている。これはそも
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そもアカウンタビリティの履行に対する要求をなくすことを意味する。最後の感受性を養うこ

ととは，アカウンタビリティの衝突やアカウンタビリティの曖昧さに対しての感受性を養うと

いうことを意味する。このような感受性を養うための一つの方法としてMessner(2009)は，「容

易には管理可能にならないかもしれない物事が存在する，ということを理解すること」(p. 936)

を挙げている。

３．「倫理的負荷」に見るレジームを「開く」ことの暴力性

前項ではMessner(2009)の議論を詳細に検討すること通じて，「倫理的負荷」という観点か

らアカウンタビリティ履行を捉えたときどのような在り方が志向されるのか，そして「倫理的

負荷」を低減するためにはどのような方策が考えられるのかということを明らかにした。本項

ではMessner(2009)の議論を前節で見てきたアカウンタビリティ履行が孕む暴力性の視点から

捉え，アカウンタビリティ履行の暴力性を緩和・解体する方策として中澤 (2016)で示したアカ

ウンタビリティ・レジームを「開く」ということがまさに新たな暴力性をアカウンタビリティ

履行に招来するものであるということを明らかにする。

そもそも中澤 (2016)では，アカウンタビリティをアカウンタビリティ・レジームという枠組

みから捉え，レジームの固定化が条件となるアカウンタビリティ履行は構造的に説明主体の均

一化や「他者」に対する果たされるべき責任の限定的な画定がもたらされるものであり，そこ

に暴力性を見出していた。そして，この暴力性を緩和・解体するためには，アカウンタビリ

ティ・レジームを「開く」ことができるよう，レジームに可変性を残すことが必要であり，そ

のためには「制度化させないための制度」の構築が必要であるという主張を展開していた。そ

して，このようなアカウンタビリティ履行の暴力性の緩和・解体の方策を実践において実現し

ていくためには，上記のような制度の構築および複数価値原理に基づく評価プロセスを前提と

した多元的なアカウンタビリティが必要であるとするものであった。たとえば経済的な価値に

のみ依拠した評価プロセス（組織内部における利益額に基づく業績評価や，財務諸表による企業

評価など）にのみ依拠していたのでは，その評価プロセスに基づくアカウンタビリティ・レジー

ムにおいては，説明主体は履行手段によって規定される均一的なものとしてしかアカウンタビ

リティを履行し得ず，それに伴って被説明主体が果たされる責任もその履行によってアカウン

タビリティが果たされる範囲に限定的に画定されてしまうということが生じる。これがアカウ

ンタビリティの履行において説明主体や被説明主体にもたらされる暴力なのであった。ゆえに，

経済的な価値にのみ依拠した評価プロセスに固執するのではなく，それとは全く異なる価値原

理に基づいた評価プロセス（組織内部における CO2排出削減量に基づく業績評価や，CSR報告

書による企業評価など）も併存させることで，アカウンタビリティを履行する側は均一的な説明

主体として規定されることがなくなるし，アカウンタビリティを履行される側においても，よ

り多様な「他者」が被説明主体となる可能性が開かれるのである。
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しかしMessner(2009)で示される「倫理的負荷」という観点からアカウンタビリティを捉え

たとき，まさにこのような複数の価値原理に基づくアカウンタビリティが，説明主体にとって

は暴力性を招来するものとなってしまうのである。上記の例に基づけば，利益額や財務諸表に

よる評価だけでなくCO2排出削減量やCSR報告書による評価も説明主体には求められるのであ

り，これは多様なアカウンタビリティの履行に結びつく。そして，このような多様なアカウン

タビリティの履行において，被説明主体は多様であり，また利益額向上を追求することと CO2

排出削減を追求することとは複数価値併存という観点からは相容れないものであり，このよう

なことからそれぞれの価値原理に依拠したアカウンタビリティ同士が衝突しコンフリクトをも

たらす可能性が存在する。説明主体にはそのコンフリクトの調整や回避が求められるが，その

方法が明確ではないなかでそのようなことを行いその責任を負うということは，説明主体に

とっては大きな「倫理的負荷」となる。そしてこのような「倫理的負荷」も，説明主体にもた

らされる暴力として見なすことができるだろう。

以上のように，複数価値原理に依拠した多様な手段によるアカウンタビリティの履行とはそ

もそもアカウンタビリティ履行が孕む暴力性を緩和・解体するための方策であるにもかかわら

ず，そのようなアカウンタビリティの履行が，今度は「倫理的負荷」という暴力として説明主

体にもたらされるのである。ここに，アカウンタビリティ・レジームを「開く」ことの暴力性

を見出すことができる。

Ⅳ　論点の提示：倫理的なアカウンタビリティに向けて

冒頭で述べたように本稿では，暴力が作用することのない状態を「倫理的」な状態の一つと

措定し，倫理的なアカウンタビリティとはどのようなものであるのかについて議論を展開して

きた。したがって，Messner(2009)の「倫理的負荷」という観点から明らかになったアカウン

タビリティの暴力性に関しても，その緩和・解体を志向し，そのためにはどのような方策が考

えられ得るのかということを議論していくことが妥当であろう。したがって本節では，このよ

うな暴力性の緩和・解体を探究するという議論の方向性のなかで見出されるいくつかの論点を

示し，それらの考察の可能性を検討していく。

前節でも見たように，Messner(2009)ではアカウンタビリティの要求の高まりに対する疑義

が存在した。つまり，アカウンタビリティの要求が過剰なものとなることを危惧し，そのよう

な過剰な要求が説明主体にとっては「倫理的負荷」となるため，アカウンタビリティの履行に

は「限界」が存在するということを認識すべきだという議論が展開されているのである。

Messner(2009)が疑義を示したこのアカウンタビリティに対する要求の高まりという動向は，

今日においても続いている。それではなぜ，アカウンタビリティに対する要求は高まり続ける

のであろうか。まずはこの点を糸口に考察を進めていきたい。
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この点を考えるうえでまず理解しておかなくてはいけないのは，アカウンタビリティの履行

は責任の履行に繋がっている，ということである。正確にいえば，責任を履行するための方法

としてアカウンタビリティの履行という行為が存在する，ということである。Bovens(2007)は

アカウンタビリティの端的な表現として「自身の行為を説明し正当化するという義務」(p. 450)

だと述べている。企業と株主との関係に当てはめれば，企業は株主に対して自身の経営活動を

説明し正当化する義務があるということであるが，ではなぜそのような義務があるのかといえ

ば，その根底に責任が存在するからである（この二者間の関係性でいえば，株主からの出資に対

する受託責任）。このように責任とアカウンタビリティの間には，責任を履行するための方法と

してのアカウンタビリティの履行という関係性が見て取れるが，ここで「責任」という概念が

広範囲に渡る非常に曖昧なものであることに留意する必要があるだろう。企業と株主との間に

存在する受託責任のように，法律や制度によって明文化・明確化されている（することが可能

な）責任がある一方で，制度や規則にもなっていないが明確に認識される責任といったものも存

在する（たとえば，道端で倒れている人がいれば声をかけ適切な対応をするであろうし，電車や

バスなどで幼児を連れた母親がいれば優先的に座席を譲るであろう）。このように責任は規則化

や法律化された範囲を超えて，規範や倫理といった次元でも存在するものなのである。

このようなことを踏まえれば，アカウンタビリティに対する要求が高まり続けているという

ことは，アカウンタビリティの履行という行為では責任という曖昧で非常に広範囲に及ぶもの

を果たし切れないということに起因していると考えることもできるだろう。そして，その果た

し切れない責任を何とか果たそうとすることの帰結として，多様なアカウンタビリティの履行

に伴う「倫理的負荷」が説明主体にもたらされるのであるとすれば，アカウンタビリティで履

行できる責任と，アカウンタビリティで履行することのできない責任があるということを区別

するという考え方が適切なのかもしれない。

この責任の区別という点に関して増子 (2018)では，責任を「負担責任」と「応答責任」に区

別したうえで，なぜ企業に対するアカウンタビリティの要求が高まり続けているのかというこ

とを議論している。増子 (2018)での議論に基づけば，会計によって履行されるアカウンタビリ

ティにおいては，そこで履行される責任とは計算可能なものであり，責任の帰属やその分担と

いったものが明示的なものに限定されてしまう（「負担責任」の履行）。しかし責任とはこのよう

な計算可能なものに還元できるものばかりではないので，そのような計算できるものに還元不

可能な責任（「応答責任」）と履行されるアカウンタビリティとの間に乖離が存在するということ

に起因して，アカウンタビリティの履行に対する更なる要求がもたらされているのだと主張し

ている。

第Ⅱ節で示したアカウンタビリティ・レジームを「開く」ことの具体的な方策として挙げた

複数評価原理に基づく多元的なアカウンタビリティの履行とは，まさに計算可能な責任の履行

である14)。つまり増子 (2018)の議論を踏まえれば，本来は「応答責任」として存在する責任に
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対しても，「負担責任」に対する履行方法で対応してしまうということが生じるのである。そし

てそのような対応には限界が存在するにもかかわらずそのような履行方法で対応しようとする

ことによって，説明主体に「倫理的負荷」がもたらされるのである。したがって，説明主体に

もたらされる「倫理的負荷」を低減するためにも，「負担責任」を履行するためのアカウンタビ

リティとは異なる形態によって「応答責任」を履行していくことが志向されるべきである。こ

のようなアカウンタビリティの履行に関して，増子 (2018)での議論に立ち戻れば，そこでは

「主観的な判断を証言するものとしてのアカウンタビリティ」が提唱されている（第６章）。この

アカウンタビリティの形態とは端的にいえば，説明主体が自身の主観に基づいて（つまり責任履

行の在り方を規定する法や規則などに依拠することなく）責任の履行について判断を下し，アカ

ウンタビリティを履行するというものである。しかしこのような「主観的な判断を証言するも

のとしてのアカウンタビリティ」は，説明主体に対して主観的な判断を求めるため，結局はこ

のようなアカウンタビリティの履行も説明主体にとって「倫理的負荷」をもたらす可能性を有

するものである。

このように，責任をアカウンタビリティで履行できるものと，アカウンタビリティで履行で

きないものとに区別し，後者のような責任を履行することができるアカウンタビリティの形態

を志向したとしても，そのようなアカウンタビリティの形態も説明主体に「倫理的負荷」をも

たらす可能性が存在するといえる。それでは，より根本的な観点に立ち戻って，責任を履行す

るためにアカウンタビリティを履行するということの妥当性から検討していく必要があるのだ

ろうか。

この点に関しては，堀口 (2013)の議論を参考にすることができるだろう。堀口 (2013)では，

公共性論に対して環境会計という視点から議論していくことの限界を主張している。つまり，

近年展開されている公共性論に対して会計学領域では環境会計の可能性が議論されているが，

そもそも会計とは「国家統制や市場経済に基礎を置く」ものであるのに対して，公共性論とは

「「市民」の公共性」に関するものなのであり，環境会計という視点から公共性を議論すること

は，議論される内容が環境会計という枠組みのなかに「不当に還元」されてしまうことを意味

し，「現在の公共性への意識の高まりとの間に，大きな「期待ギャップ」を生み出す可能性があ

ると言える」15)のである（堀口，2013，206頁）。この堀口 (2013)の議論の構造を本節のここで

の議論に適用すれば，そもそも責任の履行をアカウンタビリティの履行に還元すること自体が

不適当だといえるのかもしれない。碓氷 (1995)によればアカウンタビリティの原初的な形態と

して，政治的アカウンタビリティ，財務的アカウンタビリティ，法律的アカウンタビリティの

３形態を挙げることができる（63頁）が，碓氷 (1995)で示されるこれらのアカウンタビリティの

形態はいずれも，責任の履行（アカウンタビリティの履行）において「何をなすべきか」という

ことが明示的である。つまり，アカウンタビリティとは責任を履行する手段ではなく，より限

定的に，そもそも画定（あるいは確定）することができる責任を履行する手段だと定義する方が
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正しいのかもしれない。そしてアカウンタビリティが本質的にそのようなものであれば，まさ

に責任の履行を求める側と実際に履行されるアカウンタビリティとの間の「期待ギャップ」が

埋められることはないのである16)。

このように考えれば，アカウンタビリティの履行という方法以外で責任を履行していくこと

が求められるが，それがどのようなものとなるのかを探究することは，アカウンタビリティに

焦点を当てた研究である本稿の議論からは大きく逸脱するものになる。したがって以下では，

アカウンタビリティ履行による責任の履行を前提としたうえでの，「倫理的負荷」として説明主

体にもたらされる暴力の緩和・解体に関する方策に関して考察していきたい。

ここでMessner(2009)の議論に立ち戻ると，アカウンタビリティに対する要求が多様である

（複数の「真理の体制」に依拠する）ことに起因して倫理的負荷が生じることに関しては，「この

負荷を個々の組織やマネジャーに完全に負わせてしまうことは，アカウンタビリティのコンフ

リクトをより包括的に社会政治的に熟慮する必要性を無視することである」(p. 932)とし，「利

害の衝突を解決することは，政治的なタスクだと考慮されるべきである」と述べている。この

ようなMessner(2009)の指摘は，多様なアカウンタビリティの要求のバランスをとりそれらの

衝突によるコンフリクトを回避することの責任は説明主体個人に帰属されるべきではなく，そ

の調整やコンフリクトの回避のための方法を社会全体として十分に議論しながら考えていく必

要があるということを示唆したものでもあると読み取ることもできるであろう。社会的な合意

のもとで多様なアカウンタビリティのバランスがとられるということは，つまりアカウンタビ

リティ履行の在り方に関して，社会全体で何らかの取り決めがなされるということであり，そ

のような取り決めは制度や法が担保することになる。このように多様なアカウンタビリティの

履行の在り方に関して何らかのルールを定めることによって，説明主体はアカウンタビリティ

の履行において生じるコンフリクトを調整する必要がなくなり，Messner(2009)のいう「倫理

的負荷」も低減される。

しかしここで中澤 (2016)の議論に立ち戻れば，アカウンタビリティ履行の在り方に関する制

度や法に依拠してアカウンタビリティを履行するだけでは，アカウンタビリティ・レジームは

可変性を持たないのであり，その帰結は第Ⅱ節で示したような，説明主体や「他者」に対する

暴力の作用であった。したがって，中澤 (2016)を踏まえれば，多様なアカウンタビリティの在

り方に関する制度を「制度化させないための制度」とすることが重要になってくるだろう。つ

まりそのような制度の構築を通じて，多様なアカウンタビリティの履行の在り方を決める社会

的な合意形成の場が定期的に設定され，その履行の在り方も合意に基づいて定期的に変化して

いく，ということが求められるであろう。
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Ⅴ　おわりに

本稿では，暴力が作用することのない状態を「倫理的」な状態の一つと措定し，倫理的なア

カウンタビリティとはどのようなものであるのかについて議論を展開してきた。暴力批判の観

点からアカウンタビリティ履行が孕む暴力性の緩和・解体を志向した中澤 (2016)での議論に基

づきながら，そこで志向される暴力性の緩和・解体の方策が，新たな暴力性の契機となる可能

性があるということをMessner(2009)の「倫理低負荷」という観点から明らかにした。そして

第Ⅳ節ではその新たな暴力性の緩和・解体を志向するときに見出されるいくつかの論点を示し，

それらの考察の可能性を検討した。そこでは主に三つの論点を提示したが，このうち，アカウ

ンタビリティの履行とは別の手段による責任の履行を志向していくという議論の可能性を除け

ば，残り二つの論点はいずれも，アカウンタビリティの履行は暴力性を孕むということを前提

としつつ，その暴力性がなるべく低減されるようなアカウンタビリティの履行を志向するもの

であった。

冒頭でも示したように，アカウンタビリティとは「人々の間柄」を規定するものでもあり，

その点でアカウンタビリティ履行という行為は，人と人とが互いに関わり合っていく以上，必

然的な行為であるといえるだろう。そのように考えれば，第Ⅳ節で示した三つの論点のうち，

アカウンタビリティ履行が孕む暴力性を前提としたなかでの，暴力性が低減されるアカウンタ

ビリティを志向した二つの論点に基づく議論を今後深化させ，倫理的なアカウンタビリティと

はどのようなものかということを探究していくことが必要であろう。倫理的であることに批判

を向けられることはないであろうから。

注

１) “ethics” の語源を古代ギリシアに求めるとき，倫理学を体系的に示した最初の書としてアリストテレスの『ニ
コマコス倫理学』が挙げられるが，そこでは「よく生きること」が志向されている。これも和辻 (2007)の
いう「道」の一つとして理解することも可能であろう。

２) 上野 (2006)では暴力にはヴァイオレンスとゲヴァルトという２つの側面があるとしており，この区別に従
えば，前者のような暴力はヴァイオレンス，後者のような暴力はゲヴァルトとして区別することができる。

３) この点に関して，開示方法や記載内容が制度的に明確に規定されている財務諸表を通じたアカウンタビリ
ティの履行に関して，その開示や記載の内容が投資家や株主にとって有用であるのかということよりも，
制度や基準に則したか否かということに焦点が当たりがちであるということは，このことの証左たり得る
であろう。

４)たとえば Roberts(1991)では会話 (talk)が，そして Roberts(1996)では対話 (dialogue) が，Boland and 
Schultze(1996)では文書記述情報といった履行手段の可能性が検討されている。

５) たとえば企業の多様なステイクホルダーのうち，株主や投資家には主たるアカウンタビリティの履行手段
として財務諸表が用いられるが，消費者や地域住民には CSR報告書など，別の手段によるアカウンタビリ
ティの履行手段が適用される。
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６) このような研究は，Accounting, Organizations and Society誌（1976年創刊）や，Accounting, Auditing and 
Accountability Journal 誌（1988年創刊），そして Critical Perspectives on Accounting誌（1990年創刊）といった
学際的会計研究が中心に掲載されるジャーナルを主として展開されてきた。

７) 「他者に対する無限の責任」を想定している研究としては，Messner(2009)の他に Roberts(2009)や
McKernan(2012)などが挙げられるが，このような無限の責任に依拠したアカウンタビリティの形態につい
ては，國部 (2017)において包括的な議論が展開されている（國部，2017，第２章）。

８) この点に関して，第Ⅱ節で言及した Roberts(2009)もMessner(2009)と同様に Butler(2005)の議論に依拠
し，アカウンタビリティ履行の起点として「不透明な自己」を規定している。なおこれら２本の論文は，
Accounting, Organizations and Society誌の同じ号に掲載されている。Roberts(2009)での議論については，
中澤 (2012)において解題を行っているので，そちらを参照されたい。

９) なお，Messner(2009)では「アカウンタビリティの限界」は，「⑴自分自身にとって不透明であること，⑵
説明の受け手に不可避的に曝されていること，そして⑶説明を媒介する道理の形態，において見られる」
(p. 925)としているが，Butler(2005)での議論を踏まえれば，これらはすべて「不透明な自己」という要因
に集約できるものだといえる。

10) Messner(2009)ではこのように Butler(2005)での自己の不透明性に関する議論をもとに，過度のアカウンタ
ビリティを要求してはいけないということを主張しているが，このような Butler(2005)の議論の解釈に対
しては批判的な意見も存在する。國部 (2017)はMessner(2009)に関して，「自己がアカウンタビリティを提
供する側面よりも，企業や管理者などの他者が過剰なアカウンタビリティを要求することが結局は機能不
全を招来することを批判しており，その意味で自己が十分に説明できないことを主張したバトラーの議論
を意図的に転倒させている面があることには注意しなければならない」（67頁）と指摘している。本稿では紙
幅の関係上，詳細な議論をここで展開することはできないが，Messner(2009)では他者からのアカウンタビ
リティに対する要求が倫理的暴力に変化するという論理で議論を展開しているが，Butler(2005)において示
される倫理的暴力とは，主体が自分自身を透明な自己という理想像（規範）として想定してしまうことによっ
て，主体が主体自身にもたらす暴力なのであり，この点においてアカウンタビリティの要求が倫理的暴力
に変化するとした Messner(2009)は，國部 (2017)が指摘するように Butler(2005)の議論を拡大解釈してい
るといえるであろう。ただし，このような解釈に関する誤りがあったとしても，本稿での議論の対象とな
る部分に関しては大きな影響はない。

11) Messner(2009)では，アカウンタビリティが孕む社会政治的・倫理的問題に焦点を当てた会計学領域にお
ける先行研究のうち，Shearer(2002)を「実用本位的なアプローチ」を採用しており，「実務的な解決策の
必要性を考慮に入れている」ために「最も進んだものである」という評価を与えている (Messner, 2009, 
p. 924)。

12) Messner(2009)はアカウンタビリティを回避することに関して説明主体にとって「非倫理的ではないかもし
れない」(p. 934)とし，倫理的な観点からは肯定している。

13) Messner(2009)では，フランスのレストランに対する格付け評価に起因するシェフの自殺の事例を取り上げ
ながら，説明主体は望むと望まざるにかかわらず，アカウンタビリティに曝されているということが示さ
れている。つまり，説明を回避するということは，それ自体，「説明を回避する」というアカウンタビリティ
の履行として捉えられてしまうのである。

14) ここでいう「計算可能」とは，単に「数値に還元可能である」ということを超えて，その対象の範囲を明
確に特定（限定）することができる，という意味も含んでいる。本文においても既に示したように，アカウ
ンタビリティの履行はそれ自体，責任の特定（限定的な画定）が構造的に必要であるので，この複数評価原
理に基づく多元的なアカウンタビリティの履行も，どのような価値に依拠するのかにかかわらず，「計算可
能」な責任の履行に留まるのである。

15) ここで堀口 (2013)がいう「期待ギャップ」とは，監査論の文脈での「監査の具体的な実践と，その役割へ
の期待との間のギャップを疑問視して指摘されてきた概念」ではなく，環境会計の「具体的な実践と，そ
の役割への期待との間のギャップを疑問視するために用いている」ものである（218頁）。
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16) なお堀口 (2013)では，公共性への意識の高まりと環境会計の実践との間の「期待ギャップ」を生み出さな
い会計研究の在り方の一つとして，「既存の会計学の理論的枠組みを駆使して環境問題へ取り組もう」とす
るのではなく，人間と自然環境とが「調和の取れた世界の中で，結果として

4 4 4 4 4

会計や計算システムが持つ何
らかの意味や特徴を捉えよう」とするという在り方を示唆している（212頁）。ただし堀口 (2013)はこのよう
な「期待ギャップ」が拡大することに関して，「自然環境の公共性という問題設定自体，極端に飛躍した議
論であったこと」（216頁）を踏まえれば「そこに何を案ずることもないであろう」（215頁）という立場をとっ
ている。
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